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◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

■ ＷＴＣ移転案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

■ 耐震補強案 ■ 建替え案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

参考資料１ ＷＴＣ移転案・耐震補強案・建替え案の比較

◇ 土地活用範囲 ◇ 土地活用範囲
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３月公表

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（４．３ha）
３７１

１９５小計

支 出

１０３⇒８５億円８５土地・建物購入費

整備費等

１７６(ａ)

５現庁舎エリア外構等

１０移転費等

土地・建物購入費の変更に

伴う減８起債利息

６１ＷＴＣ改修費

３月からの主な変更点

２６本館保存改修費

◇ 土地活用範囲
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３月公表

３移転費等

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（１．９ha）
１７１

１４０小計

支 出

期間１年短縮７９本館耐震補強費

整備費等

３１(ａ)

２０新別館改修費

２０本館執務環境改善費

８起債利息

３月からの主な変更点

１０外構等

▲２９８

３１４

６１２

２６

８

５

２０

５５３

３月公表

２６本館保存改修費

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（３．３ｈａ）
２７８

６４３小計

支 出

着席人員数減による新

庁舎規模の減

102,000⇒100,000㎡
５８４

新庁舎建設事業費
（ＰＦＩ手法）

整備費等

▲３６５(ａ)

８移転費等

５文化財調査費

２０外構等

３月からの主な変更点

▲４６３

▲２４１

▲４２６

１２２

２４

５２４

収 支 ▲３８７(b)

賃料、テナント面積等の

変更１４３賃料・共益費収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲４５２(ａ)+（b）+（c）

▲２４１(c)

期間１年短縮５０７維持管理費

着席人員数の減２３民間ビル賃借料

▲６１０

▲１０４

▲５５６

１９８

３５８

収 支 ▲５１４(b)

０収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲５８７(ａ)+（b）+（c）

▲１０４(c)

期間１年短縮３４４維持管理費

着席人員数の減１７０民間ビル賃借料

▲７５６

▲７６

▲３８２

４７

３３５

収 支 ▲３６３(b)

０収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲８０３(ａ)+（b）+（c）

▲７５(c)

期間１年短縮３２０維持管理費

着席人員数の減４３民間ビル賃借料

新庁舎
(行政・議会)

来庁者

駐車場

府警本部

新別館

本館

国合同庁舎
（検討中）

1.9ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

0.7ha
Ｈ24

0.7ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.5ha
Ｈ29

0.5ha
Ｈ29

南地区

北地区

府警本部

新別館

本館

国合同庁舎
（検討中）1.9ha

Ｈ28

1.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

1.0ha
Ｈ26

1.0ha
Ｈ26

大型公用車
駐車場

府警本部

新別館

本館

別館

国合同庁舎
（検討中）来庁者

駐車場
0.9ha
Ｈ28

0.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

0.8ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ24

○ ３月公表資料から着席人員数・ビル購入費・土地単価を置き換えた場合のシミュレーション

成人病センターの立地、南地区上町筋側（０．９ｈａ，
建替え０．８ｈａ）の売却収入などを見込む

※ 土地活用収入の減に伴い、ＰＦＩ事業費への一括充当額が減少し、

割賦利息が増加するため、新庁舎建設事業費が増加。

※

２３



◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

■ ＷＴＣ移転案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

■ 耐震補強案 ■ 建替え案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

南地区

北地区

府警本部

新別館

本館

成人病ｾﾝﾀｰ 国合同庁舎
（検討中）

駐車場

Ａ

ＢＤ

Ｅ
Ｃ

0.9ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

0.7ha
Ｈ26

0.7ha
Ｈ26

1.9ha
Ｈ28

1.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

新庁舎
(行政・議会)

来庁者

駐車場
Ｃ

Ｄ

Ｅ

府警本部

新別館

本館 Ｂ
成人病
ｾﾝﾀｰ

国合同庁舎
（検討中）

1.2ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ29

0.8ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

Ａ

Ｄ

Ｅ

大型公用車
駐車場

成人病ｾﾝﾀｰ

Ｂ

府警本部

新別館

本館

別館

国合同庁舎
（検討中）来庁者

駐車場

0.5ha
Ｈ24

0.5ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ28

0.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

３０２９２８２７２６２５ ３１２４２３２２Ｈ２１ ３０２９２８２７２６２５ ３１２４２３２２Ｈ２１

防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用

新庁舎建設新庁舎建設

2.7ｈａ

設計・工事

1.2ｈａ
コンペ

要領作成

発注

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

基本計画等

駐車場・外構駐車場・外構 工 事設計

Ｐ
Ｆ
Ｉ
契
約

発注 工事設計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

入
居

成人病Ｃ工事

0.2ｈａ

発注

防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用

新庁舎建設新庁舎建設

2.7ｈａ

設計・工事

1.2ｈａ
コンペ

要領作成

発注

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

基本計画等

駐車場・外構駐車場・外構 工 事設計

Ｐ
Ｆ
Ｉ
契
約

発注 工事設計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

入
居

成人病Ｃ工事

0.2ｈａ

発注

◇ 土地活用範囲 ◇ 土地活用範囲

２６本館保存改修費

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

４．３⇒４．９ha
４２５

２０６小計

支出

１０３⇒８５億円８５土地・建物購入費

整備費等

２１９(ａ)

新規９防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設改修

１０移転費等

５現庁舎エリア外構等

土地・建物購入費の変更に伴う減８起債利息

６１ＷＴＣ改修費

１５名増員

３月からの主な変更点

２待機公舎整備費等

◇ 土地活用範囲

３移転費等

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

１．９⇒２．８ha
２５５

１４９小計

支出

期間１年短縮７９本館耐震補強費

整備費等

１０６(ａ)

新規９防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設改修

２０新別館改修費

２０本館執務環境改善費

８起債利息

３月からの主な変更点

１０外構等
２６本館保存改修費

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

３．３⇒４．１ｈａ
３５３

５９４小計

支出

着席人員数減による新庁舎規

模の減 102,000⇒100,000㎡５２６
新庁舎建設事業費
（ＰＦＩ手法）

整備費等

▲２４１(ａ)

８移転費等

５文化財調査費

２０外構等

新規

３月からの主な変更点

９防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設改修

収 支 ▲３８７(b)

賃料、テナント面積等の変更１４３賃料・共益費収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲４０９(ａ)+（b）+（c）

▲２４１(c)

期間１年短縮５０７維持管理費

着席人員数の減２３民間ビル賃借料

収 支 ▲５１４(b)

０収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲５１２(ａ)+（b）+（c）

▲１０４(c)

期間１年短縮３４４維持管理費

着席人員数の減１７０民間ビル賃借料

収 支 ▲３６３(b)

０収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲６７９(ａ)+（b）+（c）

▲７５(c)

期間１年短縮３２０維持管理費

着席人員数の減４３民間ビル賃借料

※ 集約庁舎の検討は参考資料２を参照

２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１年度 ２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１年度

ＷＴＣ移転ＷＴＣ移転
発注設 計

売買
契約 入居

工 事

発注 工 事設 計
防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用 0.7haコンペ要綱作成 2.3ha 1.9ha

発注 工 事設 計現ｴﾘｱ外構現ｴﾘｱ外構 成人病Ｃ工事

発注 工 事設 計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

買取
決定

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設

防災情報センター
ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ 移

転

ＷＴＣ移転ＷＴＣ移転
発注設 計

売買
契約 入居

工 事

発注 工 事設 計
防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用 0.7haコンペ要綱作成 2.3ha 1.9ha

発注 工 事設 計現ｴﾘｱ外構現ｴﾘｱ外構 成人病Ｃ工事

発注 工 事設 計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

買取
決定

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設

防災情報センター
ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ 移

転

○ 成人病センターの立地などを見込んだシミュレーション

２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１ ２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１

防災情報Ｃ等防災情報Ｃ等

土地活用土地活用

本館改修本館改修

0.9ｈａ

工 事

1.7ｈａコンペ
要領作成

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

設 計 工 事防災情報Ｃ

発注
環境改善

発注

設 計

執務室化 設 計 工 事発注

駐車場・外構駐車場・外構

移
転

工 事発注設 計

0.2ｈａ

成人病Ｃ工事

防災情報Ｃ等防災情報Ｃ等

土地活用土地活用

本館改修本館改修

0.9ｈａ

工 事

1.7ｈａコンペ
要領作成

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

設 計 工 事防災情報Ｃ

発注
環境改善

発注

設 計

執務室化 設 計 工 事発注

駐車場・外構駐車場・外構

移
転

工 事発注設 計

0.2ｈａ

成人病Ｃ工事

本館耐震
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○執務室 ６．４㎡／人○執務室 約６．４㎡／人○執務室 約６．４㎡／人一人当たりのｽﾍﾟｰｽ

○来庁者スペースを拡充できる△来庁者対応スペースの確保に限界がある
（部局ごとに差がある）

○オフィスレイアウトを工夫し、来庁者に配慮し
た対応スペースを確保できる

来庁者応対スペース

庁

舎

環

境

道路 ４２ 分

道路 ４７ 分

道路 １１ 分

道路 １０ 分

道路 ９ 分

道路 １７ 分

道路 ３０ 分

道路 ６６ 分

道路 ３３ 分

道路 ２１分

道路 ５０分

道路 ５４分

道路 ２５分

道路 ２１分

道路 ２３分

道路 ３１分

道路 ４６分

道路 ６０分

道路 ４２分

ユニバーサルデザイン

集約度

わかりやすさ

○最新の福祉対応が可能○スロープ等を設置し、段差解消を図っている○段差の少ない設計がなされている

○分散庁舎が解消され、利便性が向上●分散庁舎が解消されない○分散庁舎が解消され、利便性が向上

○建物内で組織のかたちがわかりやすい新た
なゾーニングが可能

●窓口が離れていてわかりにくい○建物内で組織のかたちがわかりやすい新た
なゾーニングが可能

府民利用

・ 天王寺

・ なんば

・ 大阪駅

・ 新大阪駅

・ 大阪国際空港

・ 関西国際空港

市区町村役場からの所要時間を人
口で加重平均、鉄道は最寄り駅から
算出

鉄道 ３２分鉄道 ５２分住民の利便（所要時間）

交

通

の
事

情

※ 道路：ＷＴＣビルから各建物（駅舎
等）までの所要時間を「ｇｏｏ地図の
ルートガイド」を用いて算出

※ 鉄道：トレードセンター前駅から各
駅までの所要時間を「Ｙａｈｏｏ路線
情報」を用いて算出

※ 大手前は、天満橋駅と谷町４丁目
駅の近い方を最寄駅として算出。

鉄道 ６４分（1,120円）鉄道 ７８分（1,280円）交通拠点か
らの所要時
間

鉄道 ４５分（620円）鉄道 ６８分（690円）

鉄道 ２０分（230円）鉄道 ３５分（310円）

鉄道 １３分（200円）鉄道 ２４分（390円）

鉄道 １０分（230円）鉄道 ２５分（270円）

鉄道 ８分（230円）鉄道 ２７分（390円）

市町村役場からの所要時間を単純
平均鉄道 ３９分鉄道 ６１分市町村

所
要
時
間

官
公
署
か
ら
の

７土木事務所、１４保健所からの所
要時間を単純平均鉄道 ３３分鉄道 ５６分府出先機関

近畿経済産業局等からの所要時間
徒歩 ５分鉄道 ２８分国地方支分部局

通勤時間

ⅠＴ通信環境

業務効率の向上

フレキシビリティ

○ＯＡフロアにより、配線の自由度が高い
○光ファイバーの設置・増設ができる

●天井吊下げ配線のため、コンセント・ＬＡＮケ
ーブル等の改変に手間がかかる

○環境改善改修により、光ファイバーを設置で
きる

○ＯＡフロア、フロアダクトが整っており、配線の
自由度が高い

○改修により光ファイバーを設置できる

○執務室の快適性が向上
○部局間の移動が容易になる

○現状どおり（変更なし）○現状どおり（変更なし）●片道２０分程度増加
（通勤手当の増加見込み：約１．８億円
年月の経過により影響額は低減）

△環境改善により、天井の新設・内装等の改
修・遮音対策を講じても一定の限界がある

○執務室の快適性が向上
○部局間の移動が容易になる

●最も時間がかかる （平成２８年度）△完了予定（平成２６年度）○最も早期に実現 （平成２４年度）耐震化の実現

○新たな外観を提案できる○本館は歴史性が高く、風格のある重厚なデ
ザイン

○大阪圏を見渡せる立地
○府市連携の象徴シンボル性

○室や課の間に壁のない大部屋により、組織
改変にフレキシブルに対応できる

△組織改変にフレキシブルに対応しにくい○室や課の間に壁のない大部屋となり、組織
改変にフレキシブルに対応できる

執務環境

建 替 え 案耐 震 補 強 案Ｗ Ｔ Ｃ 移 転 案 備 考項 目

◇ 交通の事情など

２５



参考資料２ 集約庁舎の検討例

○ 別館を活用：集約庁舎（延床面積65,500㎡）整備

３８４管理的経費

▲８４収支

１０４大規模修繕費

３１４土地活用収入

▲５７２累計支出

３９８整備費支出

H21～H53年合計
【整備事業費】

・集約庁舎(ＰＦＩ)建設事業費 ３１２億円

・防災センター等新別館改修整備費 ２０億円

・外溝等 ２０億円

・文化財調査 ５億円

・移転費等 ６億円

・本館保存改修費 ２６億円

・防災バックアップ施設 ９億円

【管理的経費】

・Ｈ２１〔現庁舎維持管理費(10.53億円)＋民間ビル賃料(6.22億円）〕

・Ｈ２２〔現庁舎維持管理費(10.49億円)＋民間ビル賃料(5.80億円）〕

・Ｈ２３〔現庁舎維持管理費(10.45億円)＋民間ビル賃料(5.44億円）〕

・Ｈ２４～２７〔現庁舎維持管理費（10.41億円）＋民間ビル賃料(5.08億円)〕×４年

・Ｈ２８～(別館維持管理費(4.29億円）＋集約庁舎維持管理費（6.20億円）〕×26年間

・集約庁舎の維持管理費は、国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(10,021円／㎡）を参考に略算。

【大規模修繕費】

・別館：メンテナンス状況を踏まえ、試算した。

・集約庁舎：国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(69,062円／㎡）を参考に略算。

【整備事業費】

・集約庁舎(ＰＦＩ)建設事業費 ２６８億円

・本館耐震補強工事費（T型・議場を含む） ５８億円

・起債利息 ６億円

・執務室環境改善費 １１億円

・防災センター等新別館改修整備費 ２０億円

・外溝等 ２０億円

・移転費等 ３億円

・防災バックアップ施設 ９億円

【管理的経費】

・Ｈ２１〔現庁舎維持管理費(10.53億円)＋民間ビル賃料(6.22億円）〕

・Ｈ２２〔現庁舎維持管理費(10.49億円)＋民間ビル賃料(5.80億円）〕

・Ｈ２３〔現庁舎維持管理費(10.45億円)＋民間ビル賃料(5.44億円）〕

・Ｈ２４～２９〔現庁舎維持管理費（10.41億円）＋民間ビル賃料(5.08 億円)〕×６年

・Ｈ３０～(別館・本館維持管理費(6.83億円）＋集約庁舎維持管理費（4.69億円）〕×24年間

・集約庁舎の維持管理費は、国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(10,021円／㎡）を参考に略算。

【大規模修繕費】

・別館のメンテナンス状況を踏まえ、試算した。

・集約庁舎：国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(69,062円／㎡）を参考に略算。

○ 本館(T型)別館を活用：本館T型補強（延床面積17,000㎡）集約庁舎（延床面積49,500㎡）整備

４１８管理的経費

▲１４０収支

１２１大規模修繕費

２５５土地活用収入

▲６７９累計支出

３９５整備費支出

H21～H53年合計

２６

（前提条件）
１．庁舎規模は、Ｈ24までの職員数の減（▲350人）
を見込んで設定。
〔３月公表資料〕67,500㎡－2,000㎡（350人×6.4
㎡）≒65,500㎡
２．土地単価は、１０８万円/㎡から９７万円/㎡に時
点修正。
３．Aブロックの土地活用収入及び成人病Cの立地
を見込む。

（前提条件）
１．庁舎規模は、Ｈ24までの職員数の減（▲350人）
を見込んで設定。
〔３月公表資料〕51,500㎡－2,000㎡（350人×6.4
㎡）≒49,500㎡
２．土地単価は、１０８万円/㎡から９７万円/㎡に時
点修正。
３．Aブロックの土地活用収入及び成人病Cの立地
を見込む。


